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【要旨】

本課題では，アルカリシリカ反応抑制対策の信頼性向上のため，アルカリ総量規制の改良及び ASR 反応性判定

手法の高度化を目指して、長期暴露供試体の解体調査や種々の促進養生試験による検討を行った。新材料チーム

では，化学法による骨材の ASR 反応性判定基準の妥当性検証とペシマム条件について検討した。骨材の反応性の

判定結果は，化学法で溶解シリカ量が多い火山岩・火山砕屑岩を用いた暴露供試体のひび割れ状況と関係が認め

られた。一方で，溶解シリカ量が少ない火山岩・火山砕屑岩や，深成岩・半深成岩などを用いた暴露供試体の状

況とは合致しなかった。また、従来ほとんど反応性を想定されていなかった遅延性膨張が認められた。骨材の種

類によっては，モルタルバー法の結果を化学法に優先させるべきではないこと，ただし，化学法でも反応性を検

出できないリスクがあることなどを確認した。今後，これらの知見を抑制対策の改善に活用していく予定である。
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1．はじめに

1．1 検討の背景

アルカリシリカ反応（以下，ASR）によるコンク

リートの膨張は，コンクリート構造物の主要な劣化

要因の一つである。我が国では，1980 年代前後に，

ASR や塩害により著しく劣化したコンクリート構

造物の存在が報道で取り上げられるなどして広く知

られるようになり，コンクリート構造物の耐久性が

社会問題となった。

そこで，1985 年から，当時の建設省が中心となっ

て建設省総合開発プロジェクト「コンクリートの耐

久性向上技術の開発」（以下，耐久性総プロ）が実施

され，産学からも多くの研究者が参加して，新たに

建設する構造物で ASR の発生を抑制するための対

策などについて検討が行われた。検討結果は，1986

年の旧建設省の通達「アルカリ骨材反応暫定対策に

ついて」などとして実務に反映された。また，JIS A

5308「レディーミクストコンクリート」にも通達を

基に同様の規定が取り入れられた。ASR の抑制対策

については，その後も見直しがなされているが，そ

の骨格部分は，現在まで大きくは変更されていない。

また，暫定対策が運用されるようになった 1987 年以

降に竣工したコンクリート構造物では，ASR による

劣化の発生率が大幅に低下したものと考えられてい

る。

一方で，近年，抑制対策を適用しても，ASR によ

るひび割れ等が生じた事例があることが少しずつ報

告されるなど，抑制対策の限界についても指摘され

るようになってきた。そこで，より合理的な ASR 抑

制対策を確立するために検討を行った。

1．2 本課題での検討方針

ASR 抑制対策については，すでに種々の課題が指

摘されているところであるが 1)-6)， ASR の抑制を更

に確実にすることは必ずしも容易ではなく，対策に

大きなコストが発生することも考えられる。抑制対

策の合理的な改善方法を検討するためには，現行の

対策を取った場合でも ASR が発生する事例やその

割合について，調査研究が必要と考えられた。

そこで，土木研究所では，耐久性総プロの中で作

製され、屋外に暴露されていたコンクリート供試体

を調査し，ひび割れの状況から得られた知見を元に，

新たに供試体を作製して実験を行い，抑制対策の課

題について検討した。本課題は，基礎材料チーム，

新材料チーム，地質チームの 3 研究室で図－1.1 のよ

うに分担して検討した。

本報では，新材料チームが担当した骨材試験、特

に化学法による骨材の ASR 反応性判定基準の妥当

性検証とペシマム条件の影響について報告する。な

お，基礎材料チームと新材料チームが共同で検討し

た 混和材を用いた対策に関する検討については基

礎材料チームから報告する。



１）アルカリ総量規制
２）混和材の使用
３）無害な骨材の使用

骨材試験の検討（新材料）
・長期暴露試験結果に基づく化
学法の再点検
・ASTMで潜在的有害に該当す
る骨材の再評価

総量規制値の検討（基礎材料）
・どんな骨材でも3kg/m3でよいか

・環境条件や構造物の点検可能
性を考慮した規制値

骨材からのアルカリ（地質）
・溶出が問題となるか
・溶出の評価手法の検討

対策の前提

混和材料の検討（新材料，基礎材料）
・混和材料による抑制効果の確認

ASR抑制対策

図－1.1 本課題の主な検討項目

1．3 実施した検討の概要

化学法による骨材の ASR 反応性判定基準の妥当

性を検討するため、全国から採取された 100 種類の

粗骨材を用い、ASR を促進させる目的で総量規制値

よりも多いアルカリ量 5 kg/m3 で製作され、長期間

屋外に暴露されていた供試体の調査を行った。

また、長期暴露供試体は検討した骨材の使用割合

が常に 100%であったため、ペシマム条件を有する

骨材については、反応性を検出できていないおそれ

があった。そこで、同供試体から取りだした再生骨

材を用いて、ペシマム条件に関する追加調査を実施

した。

2．化学法による骨材の ASR 反応性判定基準の妥当

性検証

2．1 長期暴露供試体の調査
7),8)

土木研究所では，耐久性総プロの検討を行った際

に，我が国の様々な地域から収集した粗骨材（砕石）

を用いてコンクリート供試体を作製し，1987 年から

屋外に暴露していた。供試体には，ASR を促進する

目的でアルカリ量を 5 kg/m3 にしたものと，総量規

制と同じ 3 kg/m3 にしたものがあった。総量規制の

効果を評価するため，暴露開始から 23 年以上が経過

したこれらの供試体の調査を行った。

表－2.1 使用骨材の産地

産地の区分 産地の数

東北 30

関東 1

中部 2

近畿 13

中国 19

四国 9

九州 20

（合計） 94

※産地の区分は，旧建設省機関の管轄区分によるもの。

※北海道及び沖縄県の骨材は含まれていなかった。

表－2.2 使用骨材の岩種

岩種による分類 試料の数

深成岩 カンラン岩 1

花崗岩 1

半深成岩 細粒ハンレイ岩 4

斑状安山岩 1

火山岩 玄武岩 5

安山岩 36

デイサイト 15

流紋岩 6

火山砕屑

岩

変成玄武岩質火山砕屑岩 1

安山岩質火山砕屑岩 2

デイサイト質火山砕屑岩 4

堆積岩 砂岩 12

頁岩 1

粘板岩 3

石灰石 1

変成岩 ホルンフェルス 1

（合計） 94

2．2 暴露供試体の製作及び暴露の条件

1) 暴露供試体製作

供試体に用いられた粗骨材の産地及び岩種を表－

2.1，表－2.2 に示す。当初，供試体は 100 種類の粗

骨材を用いて製作されていたが，銘板等の不備もあ

り，使用骨材を確認できたのは 94 種類であった。細

骨材は，いずれの供試体でも反応性のない石灰石砕

砂が使用されていた。そこで，以降の記述では，特

に断りのない限り，骨材は粗骨材を指すものとする。

使用骨材は，全国（北海道，沖縄を除く）の砕石

場の位置の調査，地質図上での岩体の確認をした上

で，比較的反応性が高いと考えられる岩種を中心に，

それ以外の岩種も含まれるように収集された骨材か

ら選定されていた。なお，砂利は，一般に多様な岩

種から構成され，岩種と膨張の関係を明確にするこ

とが困難なため，選定の対象とされなかった。

コンクリート供試体の形状を図－2.1 に，コンクリ

ートの配合を表－2.3 に示す。供試体は，骨材の種類
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※鉄筋の位置は，その中心がコンクリート表面から約40

mm程度の場合が多かった。ただし，供試体によって位

置が大きく異なるものもあり，打設時に位置がずれたも

のと考えられた。

図－2.1 供試体の形状

表－2.3 コンクリートの配合9)

W/C

（％）

s/a

（％）

単位量（kg/m3） 空気量

（％）W C S G

50 44 177 354 780

803

～

1114

4.5

※セメントは，普通ポルトランドセメント（アルカリ量は

Na2O当量で0.56％）を使用

※細骨材は，秩父産石灰石砕砂を使用

※単位粗骨材量は，使用する粗骨材の密度により相違

※AE剤をセメントの0.25％使用

図－2.2 暴露状況

ごとにコンクリートのアルカリ量が Na2O 当量で 3

kg/m3または 5 kg/m3のものが 2 体ずつ（合計 4 体）

あり，アルカリ量は練混ぜ水に水酸化ナトリウム水

溶液を混入して調整されていた。

コンクリートの打設は，2 層打ちで，締固めは棒

状バイブレータを用いて行われていた。養生は 24

時間まで湿布養生で，その後は屋外にて水中養生が

行われていた。水中養生の期間については，記録が

無く明確ではなかった。

2) 暴露条件

暴露場所は，茨城県つくば市にある土木研究所内

で，日射や降雨を妨げるものがない草地であった。

供試体は図－2.2のように約1/3の部分を土中に埋め

て設置されていた。適宜，除草を行ったが，時期に

よっては供試体が隠れる程度まで草が生育している

場合もあった。

供試体は，1987 年から屋外暴露されていた。暴露

から 23 年以上が経過した 2010～2012 年の間に種々

の調査を行った。調査を行った時期に幅があるが，

暴露開始から長期間経過していることもあり，この

期間中の ASR の進行は顕著ではなく，供試体の劣化

程度は変化していないものと仮定して以降の検討を

行った。

表－2.4 調査の方法

項目 方法 対象 備考

岩種の判定

（肉眼観察）

肉眼での観察に

加え，粉末X線回

折，薄片の顕微鏡

観察の結果も加

味して検討
9)
。

全ての骨材 暴露前に実

施。

骨材のアル

カリシリカ

反応性試験

（化学法，モ

ルタルバー

法）

建設省暫定案
10)

による。

全ての骨材 暴露前に実

施。

供試体の外

観観察

肉眼での観察に

よる。ひび割れ幅

の測定はクラッ

クゲージによる。

全ての供試

体

期間中に複

数回実施。

ひび割れ幅

は暴露後の

2012年に測

定。

2．3 暴露供試体の調査方法

暴露試験の前後に行った調査の方法を表－2.4 に

示した。

1) コンクリート供試体製作時の調査

供試体製作時には骨材の岩種の判定，反応性を有

する鉱物等の有無の判定および，骨材のアルカリシ

リカ反応性試験が行われていた。骨材の岩種は，肉

眼で骨材を観察した結果に，粉末 X 線回折による分

析，薄片試料の偏光顕微鏡観察を行った結果を加味

して判定されていた 9)。

化学法，モルタルバー法による骨材のアルカリシ

リカ反応性試験は，建設省暫定案 10)によって行われ

ていた。この暫定案では，化学法の試験結果に基づ

く判定は ASTM C 289 の判定曲線により行うことと

されている。本報では，我が国の抑制対策について

検討することから，現行の JIS A 1145 の判定方法で

試験結果を再判定した結果を主に報告する。



表－2.5 観察されたひび割れ状況による分類

ひび割れ状況 説明 模式図

(c1) 角部限定ひび

割れ

供試体の角部に限定した局所的な(一面での長さがおおよそ 50

mm 未満)ひび割れが一本，または複数ある。

(c2) 単独ひび割れ 供試体の長軸方向に一本，または複数のひび割れがある。同時に，

長軸直角方向にもひび割れが認められる場合もあるが，各ひび割

れは単独に存在しており，マップ状ひび割れには到っていない。

(c3) マップ状ひび

割れ

供試体の長軸方向および長軸直角方向の複数のひび割れが交差し

たマップ状ひび割れとなっている。

2) 暴露後の調査

供試体の外観を観察し，ひび割れの有無やひび割

れ幅を記録した。ひび割れ幅は，クラックゲージを

用いて測定し，供試体各面の中央付近で最もひび割

れ幅の大きい位置の測定結果を代表値とした。

ひび割れ幅については，供試体の 2 側面が交差す

る角部で，大きなひび割れが観察される場合が少な

くなかった。しかし，このような位置のひび割れに

は局所的に開口しているものが多く，ひび割れ幅を

精度良く測定することが困難である上に，その値が

供試体全体の劣化程度を適切に表現する指標とはな

りがたいものと考えられることから，各面の中央付

近でのひび割れ幅を採用した。ASR によるコンクリ

ートの膨張を把握するには，ダイアルゲージ，コン

タクトゲージなどを用いて長さ変化を測定するのが

一般的であるが，本報で報告する供試体では，長さ

変化測定のために取り付けられていた標点の多くが

暴露期間中に失われており，長さ変化を測定するこ

とができなかった。また，暴露期間中の調査結果も

散逸しており，製作時のものを除くと信頼できる記

録がなかった。

3) 膨張有無の判定

暴露後の供試体を観察した結果，供試体に生じた

ひび割れの状況は，表－2.5に示す3種類に分類する

ことができた。このうち，マップ状ひび割れ（c3）

については，外観からもASRによるものとの疑いが

強いものと考えたが，角部限定ひび割れ（c1）や，

単独ひび割れ（c2）については，ひび割れ幅も小さ

く，ひび割れの原因が明確ではなかったが、使用骨

材が異なり、ひび割れの状態が異なる供試体から作

製した薄片試料の観察結果から，単独ひび割れが生

じた供試体についても，マップ状ひび割れに移行す

る前の状態であると考えられることや、いくつかの

切断面を観察した供試体で鋼材に腐食が生じていな

いことを確認したことから，ASRによって生じたも

のである可能性が高いと考えた。薄片資料の観察結

果と超音波伝播速度の測定結果からひび割れが無い

供試体，または角部限定ひび割れ（c1）が認められ

た供試体については，ASRによる膨張が生じていな

いものと判定した7)。ただし，参考のため，角部限

定ひび割れが生じた場合とひび割れが無い場合は区

別して，以降の整理を行う。

2．4 骨材の岩種と長期暴露試験結果

1) 既往の研究結果と課題

耐久性総プロでは，北海道，沖縄県を除く全国約

1,000箇所の採石場から各地域の代表的な岩種が含

まれるように選定した367箇所に加え，採石場では不

足した各地域の代表的岩種を補足するため，露頭104

箇所から試料を収集して調査している。調査結果と

して，化学法で596試料，モルタルバー法で300試料

の試験結果がある11)。試験結果を整理して得た結論

として，わが国の骨材の反応性の大小については，

表－2.5に示す知見が得られており，広く参考にされ

ている。

表－2.5 わが国の骨材の反応性の特徴（耐久性総プロ）12)

分類 岩種

反応性の恐れのある岩石を

ほとんど含まない

深成岩類

中新世よりも古い火山岩類

岩型によっては反応性のあ

る岩石を含む恐れがある

古第三紀よりも古い堆積岩

類

変成岩類

反応性の恐れのある岩石が

高確率で含まれる

漸新世よりも新しい火山岩

類

※この表の検討では火山砕屑岩は、堆積岩類ではなく、

火山岩類に含めて検討されている。

一方，その後に行われた研究で，反応性鉱物として

隠微晶質または微晶質の石英を含む骨材でASRによ
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図－2.3 火山岩，火山砕屑岩のアルカリシリカ反応性試

験結果と暴露供試体のひび割れ状況の関係（アルカリ量5

kg/m3）

る膨張が長期にわたってゆるやかに継続する，いわ

ゆる遅延膨張性のASRによる劣化事例が報告されて

いる13)，14)，15)。遅延膨張性を有する骨材は，化学法

やモルタルバー法で必ずしも適切に反応性を評価で

きない。このため，従来は無害と考えられてきた岩
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安山岩
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※図中に示さないものとして，地質年代が推定できなか

った骨材が，安山岩に2試料，デイサイトに1試料あった。

図－2.4 地質時代で区分した火山岩，火山砕屑岩の暴露

供試体のひび割れ状況（アルカリ量5 kg/m3）

種の骨材にも，長期にはASRを引き起こすものが一

定程度含まれているおそれがあるが，現状では明確

でない。そこで，以降，長期暴露試験の結果を岩種

ごとに整理し検討する。

今回の供試体で，コンクリート体積1 m3当たり5

kgのアルカリ量は，セメント量の1.4 ％に相当し，

この点ではモルタルバー法（セメント量の1.2 ％）

や，コンクリート供試体を用いたRILEMの試験方法
16)（セメント量の1.25％，単位セメント量440 kg/m3）

の条件とも比較的近く，妥当な水準であると考えら

れる。

2) 火山岩・火山砕屑岩

火山岩については，Katayama & Kaneshigeがわが国

の80試料の骨材について検討した結果に基づき，中

新世よりも古い火山岩では，続成作用の影響で火山

ガラス，クリストバライト，トリディマイトなどの

高い反応性を有する鉱物等の再結晶化により反応性

が低下し，化学法で測定されるScが低下することを

指摘している17) 。また，耐久性総プロで収集された

骨材の調査でも，中新世よりも古い火山岩・火山砕

屑岩では，火山ガラス，クリストバライト，トリデ

ィマイトが含まれていないことが確認されており11)，

表－2.5も地質年代によって区分されている。

そこで，火山岩・火山砕屑岩については，地質年

代で試料を分類し，化学法の試験結果と暴露供試体

のひび割れ状況を併せて図－2.3に示した。図中には，
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図－2.6 深成岩・半深成岩のアルカリシリカ反応性試験

結果と暴露供試体のひび割れ状況の関係（アルカ

リ量5 kg/m3）

JIS A 1145およびASTM C 289における試験結果の判

定基準も示した。まず，漸新世よりも新しい火山岩

に着目すると，化学法の試験結果はScが大きいもの

と小さいものに二分されており，Scが100 mmol/l前

後の試料はほとんどなかった。また，Scが100 mmol/l

未満の試料は48試料中10試料と比較的少なかった。

漸新世よりも新しい火山岩でScが100 mmol/l以上

と大きい骨材は，反応性の高い鉱物等としてクリス

トバライト，トリディマイト，火山ガラスのうちい

ずれか，もしくは複数を有しており11)，ASTMの判

定基準では，「潜在的有害」と判定されるものが比較

的多かった。Scが100 mmol/l以上と大きい骨材では，

暴露供試体で単独ひび割れおよびマップ状ひび割れ

が認められた骨材の割合が，38試料中23試料と大き

かった。なお，Scが100 mmol/l未満の骨材を含める

と，漸新世よりも新しい火山岩で単独ひび割れ、お

よびマップ状ひび割れが認められた骨材の割合は，

48試料中25試料であった。

これに対し，中新世よりも古い火山岩に着目する

と，Scが100 mmol/l未満となるものがほとんどで

暴露供試体でマップ状ひび割れに該当するひび割れ

が生じた試料が，18試料中2試料と少なかった。この

ように，長期暴露試験の結果でも，漸新世よりも新

しい火山岩は他の岩種と比較してASRを生じさせる

おそれが高いこと，中新世よりも古い火山岩はASR

を生じさせるおそれが低いことが再確認された。

しかし，数としては少ないが，中新世よりも古い

火山岩でもASRによるひび割れが生じた骨材があっ

た点は，注意が必要と考えられる。これらはいずれ

も化学法では「無害」と判定される骨材であり，ま

た，モルタルバー法でも「無害」と判定されていた

ので，長期暴露試験を行う前は，ASRを生じさせな

いと考えられた骨材であった。これらの骨材は，化

学法の試験結果でScが30 mmol/l程度と比較的小さ

く，遅延膨張性のASRが生じていた可能性がある。

参考までに，火山岩類・火山砕屑岩類について地質

年代で区分して整理した結果を，図－2.4に示す。な

お，薄片試料の観察などを行った範囲では，単独ひ

び割れおよびマップ状ひび割れが生じた供試体では，

ASRの形跡が認められており，ASRによるひび割れ

であると考えているが，火山岩類で化学法を用いて

測定されるRcが大きい骨材の多くにはスメクタイ

トが含まれていた11)ので，その吸水膨脹により暴露

供試体にひび割れが生じた場合があることも完全に

は否定できない。この点については，今後の検討課

題である。
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図－2.7 骨材の岩種とASR発生状況（アルカリ量5 kg/m3）

3) 堆積岩・変成岩

暴露試験で検討されていた堆積岩は，その多くが

砂岩であった。砂岩を中心とする堆積岩は，新しい

火山岩ほどではないものの，反応性を有する骨材が

ある程度あると考えられてきた。なお，表－2.5中で

は堆積岩は古第三紀よりも古いものに限定されてい

るが，これは，新しい堆積岩はコンクリート用骨材

としての物理的品質を満たすことが困難なため，検

討の対象から除外されたものである。

堆積岩，変成岩について，化学法の試験結果と暴

露供試体のひび割れ状況を併せて図－2.5に示す。図

－2.5で，ASRによる膨張が生じた堆積岩は17試料中

8試料であり，発生の割合としては，漸新世よりも新

しい火山岩と同程度であった。ただし，マップ状ひ

び割れに到っている骨材は比較的少なく，ASRによ

る膨張の程度としては，漸新世よりも新しい火山岩

と比較するとやや軽微であると考えられる。単独ひ

び割れあるいはマップ状ひび割れが生じている骨材

には，化学法，モルタルバー法でその反応性が確認

できるものもあるが，化学法，モルタルバー法とも

に「無害」と判定された骨材もあった。

なお，変成岩はホルンフェルスの一試料のみであ

り，発生割合を検討することはできないが，ASRに

よるひび割れが生じていた。

4) 深成岩・半深成岩

深成岩，半深成岩について，化学法の試験結果と

暴露供試体のひび割れ状況を併せて図－2.6に示す。

深成岩・半深成岩は，従来は反応性がほとんどない
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図－2.8 化学法による判定結果と暴露供試体のひび割れ

状況の関係（アルカリ量5 kg/m3）

と考えられている骨材であるが，単独ひび割れが認

められた骨材が1試料あった。化学法，モルタルバー

法ともに「無害」と判定されていた骨材であった。

5) 骨材の岩種ごとの長期暴露試験結果

長期暴露した供試体のひび割れ状況を骨材の岩種

ごとに整理した結果，ASRによる膨張が生じた骨材

の割合は，漸新世よりも新しい火山岩（特に，Scが

100 mmol/l以上のもの），堆積岩で比較的多く，中新

世よりも古い火山岩及び火山砕屑岩，深成岩及び半



深成岩では少なかった。この点で，骨材の岩種ごと

の反応性の違いについては，従来からの知見を裏付

けるものであった。骨材の岩種ごとに整理した結果

を図－2.7に示す。

ただし，堆積岩で約半数の試料にASRによるひび

割れが生じたことや，中新世よりも古い火山岩・火

山細屑岩，半深成岩の試料で化学法，モルタルバー

法ともに「無害」と判定される骨材でもASRによる

ひび割れが生じたものがあったことは，これまで考

えられていたよりも多くの骨材でASRによる膨張が

生じうることを示唆していた。

骨材のアルカリシリカ反応性試験結果と，暴露

供試体のひび割れ状況の関係については，2．6 でさ

らに検討する。

2．6 骨材のASR反応性試験結果についての考察

現在のASR抑制に関する規定では，化学法または

モルタルバー法の試験の結果，無害と判定された骨

材を用いることで，コンクリート中のアルカリ量に

関わらず，ASR抑制対策とすることができる。そこ

で，各試験法の結果とアルカリ量5 kg/m3の暴露供試

体のASR発生状況を比較した。

なお，ポルトランドセメントの全アルカリ量は

Na2O当量で0.75 ％以下に規制されていることから，

一般的なコンクリートの配合でアルカリ量が5

kg/m3を超える場合は考えにくいこと，暴露供試体の

観察結果では，アルカリ量5 kg/m3の方が3 kg/m3の場

合よりひび割れ状況が顕著であったことなどから，

アルカリ量5 kg/m3の暴露供試体で検討した結果は，

骨材のASRによる膨張の可能性を一般的なコンクリ

ートの条件と同等か，より厳しい条件で評価してい

るものと考えられる。

1) 化学法の試験結果とアルカリ量5k g/m3の供試体

での膨張の有無

化学法の試験結果は，前章で骨材の岩種ごとに整

理して図－2.3，図－2.5および図－2.6に示した。こ

れらの結果を判定結果に応じて整理して，図－2.8に

示す。なお，本報では，Scが10 mmol/l未満またはRc

が700 mmol/l以上の場合もScがRcと同じか大きい場

合は「無害でない」と判定した。2．5では，火山岩

について地質年代に応じて整理したが，図－2.3から，

Scの大小によって分類することで骨材の反応性の大

小を適切に評価でき，かつ地質年代に応じた分類と

概ね同等な結果が得られること，一部に地質年代が

不明な骨材も存在することから，図－2.8では，Sc

の大小によって分類した。

化学法では，今回調査した93試料中54試料で「無

害でない」との判定結果であった。特に，Scが100

mmol/l以上の火山岩・火山砕屑岩では，そのほとん

どが「無害でない」と判定されていた。これらの骨

材では，反応性の高い鉱物等としてクリストバライ

ト，トリディマイト，火山ガラスのいずれか，もし

くは複数を有していたが，暴露供試体ではひび割れ

が生じていない場合も半数近くあった。この理由に

ついては，後述するモルタルバー法の試験結果とあ

わせて本報のまとめ部分で考察するが，ペシマム条

件の影響が考えられる。

堆積岩・変成岩では，化学法で「無害でない」と

判定された骨材6試料のうち5試料でASRによるひび

割れが生じており，化学法で「無害でない」と判定

される骨材は，ASRが生じさせるおそれが高い骨材

であることが確認された。一方，「無害」と判定され

た骨材12試料中にも，ASRによるひび割れが生じた

ものが4試料あった。

火山岩・火山砕屑岩でもScが100 mmol/l未満のも

のや深成岩・半深成岩では，化学法で「無害でない」

と判定された骨材が合計7試料とあったが，これらの

試料にはASRによるひび割れが認められたものがな

かった。一方，「無害」と判定された合計25試料中の

5試料では，ASRによるひび割れが認められた。すな

わち，化学法の判定結果と暴露供試体のひび割れ状

況が合致していない。これらの骨材のScは28～

44mmo l/lと比較的小さかった。ひび割れが生じた原

因となった反応性鉱物等について，詳細には調査を

行っていないが，微晶質または隠微晶質石英による

遅延膨張性のASRが生じたおそれがある。

このように，化学法による判定の結果は，火山岩・

火山砕屑岩でScが100 mmol/l以上の骨材や，堆積

岩・変成岩の骨材については，反応性を比較的良く

検出しているものの，火山岩・火山砕屑岩でScが100

mmol/l未満の骨材や深成岩・半深成岩の骨材で遅延

膨脹性のASRが生じたと見られる骨材については，

反応性を適切に検出することができなかった。

2) モルタルバー法の試験結果とアルカリ量5 kg/m3

の供試体での膨張の有無

モルタルバー法の試験結果についても，化学法の場

合と同様な整理を行って，図－2.9に示した。

モルタルバー法の試験では，「無害でない」と判定



される骨材が化学法よりも少なく，93試料中の28試

料であった（化学法では，93試料中54試料）。この28

試料中では，その75 ％に相当する21試料で単独ひび

割れ、マップ状ひび割れが生じており，モルタルバ

ー法で「無害でない」と判定される骨材は，ASRが

生じさせるおそれが高い骨材であることが確認され

た。

しかし，モルタルバー法で「無害でない」と判定

された骨材の岩種に着目すると，28試料のうち25試

料までは，Scが100 mmol/l以上の火山岩・火山砕屑

岩であり，それ以外の岩種（火山岩・火山砕屑岩以

外の岩種も含め全てScは100未満であった）では，モ

ルタルバー法で「無害でない」と判定された骨材が

合計3試料とわずかであった。モルタルバー法で「無

害」と判定された骨材合計63試料中にもASRによる

ひび割れが生じていたものが16試料あり，その割合

は約25 ％と少なくなかった。特に砂岩を主体とする

堆積岩において，モルタルバー法は，化学法と比較

して反応性を検出できた試料の数が少なかった。

この原因としては，化学法と同様に，遅延膨脹性

のASRが生じたと見られる骨材については，反応性

を適切に検出することができなかったものと考えら

れる。なお，今回の供試体においてアルカリ量5

kg/m3は，セメント量の1.4％に相当し，モルタルバ

ー法と比較するとわずかに大きい。このアルカリ量

の違いが影響した可能性も否定できない。

3) モルタルバーの長期的な膨張性状に関する検討

化学法，モルタルバー法による判定について検討

した結果，これらの試験方法で「無害」と判定され

る骨材でも，暴露供試体ではASRによる膨張が生じ

たと見られるものがあり，化学法やモルタルバー法

の試験の範囲内では，Scが小さく，いわゆる遅延膨

張性を示す骨材について，その反応性を必ずしも十

分には検出できないことが確かめられた。特にモル

タルバー法では，化学法でScが100 mmol/l未満の骨

材の多くが「無害」と判定された。そこで，モルタ

ルバー法の判定基準や，促進養生期間を変更するこ

とによって，いわゆる遅延膨張性骨材についてより

適切に評価できないか検討した。

モルタルバー法の判定基準に関しては，近年，表－

2.6に示すように試験期間中の膨張傾向なども考慮

して判定する方法の提案がある17)。そこで，暴露供

14

4

無害でない無害 ひび割れ状況
c3またはc2
c1
無し

火山岩・火山砕屑岩（Scが100mmol/l以上）

6

19

21

1

4

c3またはc2
c1
無し

火山岩・火山砕屑岩（Scが100mmol/l未満）

無害 無害でない

（該当無し）

ひび割れ状況

ひび割れ状況

8
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c3またはc2
c1
無し

堆積岩・変成岩

無害でない無害

1

2

ひび割れ状況

（該当無し）

5

1

c3またはc2
c1
無し

無害 無害でない

深成岩・半深成岩

図－2.9 モルタルバー法による判定結果と暴露供試体の

ひび割れ状況の関係（アルカリ量5kg/m3）

試体に用いた骨材について，表－2.6の判定区分に当

てはめて分類し図－2.10に示した。

図－2.10を図－2.9と比較すると，Scが100 mmol/l

以上の火山岩・火山細屑岩については，暴露供試体

においてひび割れが生じた骨材を無害なものと判定

するリスクが若干低下していた。しかし，それ以外

の岩種では，JIS A 1146で「無害」とされた骨材のほ
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図－2.10 膨張率を考慮したモルタルバー法判定区分と

暴露供試体のひび割れ状況の関係（アルカリ量5kg/m3）

表－2.6 膨張率を考慮した判定区分（モルタルバー法）

区分 説明

「E有害」

骨材

膨張率が26週で0.10％以上，もしくは膨張率が

26週で0.05％以上～0.10％未満であっても13週

から26週までの膨張の増加割合が8週から13週

までの増加割合に対し大きい骨材

「 準 有

害」骨材

膨張率が26週で0.05％以上～0.10％未満かつ13

週から26週までの膨張の増加割合が8週から13

週までの膨張の増加割合に対し小さい骨材

「E無害」

骨材

膨張率が26週で0.05％未満の骨材

0.1％以上0.05～0.1％

8

20

0.05％未満

c3またはc2
c1
無し

火山岩・火山砕屑岩（Scが100mmol/l以上）

2

3

10

0.1％以上

火山岩・火山砕屑岩（Scが100mmol/l未満）

3

0.05～0.1％

c3またはc2
c1
無し

0.05％未満

2

1

16

1

3

堆積岩・変成岩

0.05～0.1％ 0.10％以上

2

4

c3またはc2
c1
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0.05％未満

2

7
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（該当無し）（該当無し）
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図－2.11 モルタルバーの促進養生期間1年での膨張率と

暴露供試体のひび割れ状況の関係（アルカリ量5 kg/m3）

とんどが「Ｅ無害」と判定されており，JIS A 1146

による判定をほとんど改善できなかった。

また，今回暴露供試体に用いた骨材については，

モルタルバー法で材齢1年までの促進養生試験結果

があった。そこで，材齢1年での膨張量の大小に応じ

て骨材を分類し，図－2.11に示した。材齢26週以降

に急速に膨張率が増加した骨材も認められたが，そ

れらの骨材を用いた暴露供試体でひび割れが生じて

いるとは限らず，モルタルバーの材齢1年までの膨張



表－2.7 骨材のアルカリシリカ反応性試験結果と暴露供試体のひび割れ状況・最大ひび割れ幅（アルカリ量5 kg/m3）

岩種 化 学 法

試 験 結

果

モ ル タ

ル バ ー

法 試 験

結果

ひび割れ状況・最大ひび割れ幅

合計

ひび

割れ

無し

0.2 mm

未満

0.2 mm

以 上 、

0.3 mm

未満

0.3 mm

以 上 、

0.4 mm

未満

0.4 mm

以 上 、

0.5 mm

未満

0.5 mm

以 上 、

0.6 mm

未満

0.6 mm

以上、

0.7 mm

未満

火山岩・火山砕屑岩

(Scが100 mmol/l以上)

無害 無害 2 0 0 0 0 0 0 2

無 害 で

ない

無害 12 1 1 1 1 0 0 16

無 害 で

ない

無 害 で

ない

6 1 6 5 4 1 2 25

火山岩・火山砕屑岩

(Scが100 mmol/l未満)

無害 無害 15 3 1 0 0 0 0 19

無 害 で

ない

無害 7 0 0 0 0 0 0 7

堆積岩・変成岩 無害 無害 8 4 0 0 0 0 0 12

無 害 で

ない

無害 0 2 1 0 0 0 0 3

無 害 で

ない

無 害 で

ない

1 0 0 2 0 0 0 3

深成岩・半深成岩 無害 無害 5 1 0 0 0 0 0 6

※ひび割れ無しは、角部限定ひび割れ(c1)が生じている供試体も含む。

傾向と暴露供試体のひび割れ状況の関係は必ずしも

明確ではなかった。隠微晶質または微晶質の石英が

反応性鉱物と考えられるSc100未満の火山岩・火山砕

屑岩や，深成岩・半深成岩については，JIS A 1146

の促進養生期間を材齢1年まで延長しても，判定の精

度を改善することはできなかった。

4) 骨材のアルカリシリカ反応性試験結果について

の検討のまとめ

化学法，モルタルバー法の試験結果とアルカリ量

5kg/m3の暴露供試体のひび割れ状況の調査結果をま

とめて，表-2.7に示す。

Scが100mmol/l以上の火山岩・火山細屑岩について

は，化学法では，そのほとんどが「無害でない」と

判定された。一方，モルタルバー法では，「無害」と

「無害でない」で判定が分かれていた。今回の暴露

供試体に関しては，モルタルバー法の試験結果とひ

び割れ状況の関係が良いようにも見える。ただし，

化学法でSc，Rcがともに大きく，ASTMで「潜在的

有害」と判定される骨材は，その使用率が100％より

少ない場合にかえって膨張量が大きくなるようなペ

シマム条件を有している骨材であることが知られて

いる18)。 今回の長期暴露試験でも，Scが100 mmol/l

以上の火山岩・火山細屑岩骨材の多くが，「潜在的有

害」の範囲にあったが，使用割合は100％で一定なの

で，ペシマム条件については十分に把握できない点

に留意が必要である。すなわち，今回の長期暴露試

験でひび割れが生じなかった骨材でも，他の無害な

骨材と混合して使用した場合などに，ASRが生じる

おそれを否定できない。また，化学法で「無害でな

い」，モルタルバー法で「無害」と判定が相違した骨

材の中には，最大ひび割れ幅が0.3 mmを超えるよう

な顕著なひび割れが生じた事例もあった（表－2.7）。

したがって，Scが100 mmol/l以上の火山岩・火山細

屑岩で，化学法で「無害でない」の判定となった骨

材については，ASRを生じさせる可能性があるもの

と考えることが適当と考えられる。

砂岩を主体とする堆積岩・変成岩については，化

学法とモルタルバー法で「無害でない」と判定され

た試料の数に差異があり，化学法の方が，暴露供試

体のひび割れ状況との関係がやや良好であった。ま

た，堆積岩・変成岩の骨材では，Scが100 mmol/l以

上の火山岩・火山細屑岩と比較すると最大ひび割れ

幅が小さい傾向があったが，その中でもひび割れ幅

が大きい骨材については，化学法で「無害でない」

と判定されていた。

Scが100 mmol/l未満の火山岩・火山細屑岩や深成

岩・半深成岩については，化学法，モルタルバー法

の試験結果と，暴露供試体でASRによる膨張が生じ

る割合の間に関係は認められなかった。これらの骨

材については，化学法やモルタルバー法の試験によ

って反応性を評価することが困難であった。ただし，



Scが100 mmol/l未満の火山岩・火山細屑岩や深成

岩・半深成岩でASRによるひび割れが生じたものの，

最大ひび割れ幅は，他の岩種よりも小さい傾向があ

った。

これらの結果を受けて，モルタルバー法の試験デ

ータを整理し，途中の膨張速度の推移を考慮した判

定基準を用いた場合や，促進養生期間を 1 年まで延

長した場合について検討した。しかし，JIS A 1146

による判定結果と暴露供試体の状況の間の関係が良

好でなかった堆積岩，Sc が 100 mmol/l 未満の火山

岩・火山細屑岩や深成岩・半深成岩について，判定

結果を改善することはできなかった。

3． ペシマム条件に関する追加調査

長期暴露供試体の調査から，化学法，モルタルバ

ー法の骨材試験結果ではともに「無害」と判定され

ながら ASR によるとみられるひび割れが生じてい

るものが確認された。その理由の 1 つとして，反応

性を有する物質が微晶質・隠微晶質石英の場合は，

反応速度が遅く，化学法，モルタルバー法では十分

反応性が評価できない恐れがあることが考えられる。

また，化学法では「無害でない」，モルタルバー法

では「無害」と判定結果がわかれる場合，現在の JIS

規定では，モルタルバー法による判定を優先させて

よいものとされている。一方で既往の研究から，化

学法で Sc，Rc がともに大きく，ASTM C 289 の判定

図で「潜在的有害」と判定される骨材は，その使用

率が 100％より少ない場合にかえって膨張量が大き

くなるようなペシマム条件を有している骨材である

ことが知られている。

長期暴露供試体の骨材のうち，Sc 100 mmol/l 以上

の火山岩・火山細屑岩骨材の多くが，この「潜在的

有害」の範囲にあったが，使用割合は 100％で一定

であり，ペシマムの影響については考慮できていな

い。

そこで，本報告の暴露供試体に用いた骨材のうち，

ASTM 化学法の判定で「潜在的有害」に該当し，今

回，JIS 化学法で「無害でない」，モルタルバー法で

「無害」と判定がわかれたような骨材を中心に，補

足実験を行って，化学法，モルタルバー法の判定の

妥当性について検討した。

3．1 実験方法

3．1．1 概要

長期暴露試験の供試体を解体して製造した再生粗

骨材を試料として，モルタルバー法（JIS A 1146）に

準じた試験を行った。反応性を有する骨材の使用量

によって膨張量が異なるペシマム性を検討するため，

再生粗骨材を粉砕した試料とセメント強さ試験用標

準砂（ケイ砂）を混合した試料を用いた。

3．1．2 検討対象

検討対象は，暴露試験に先だって行われた化学法，

モルタルバー法の試験結果と，長期暴露試験後の供

試体のひび割れ状況などを総合的に考慮して選定し

た。骨材の試験結果からペシマムの影響を受けるこ

とが疑われるものを中心に，比較のため，影響がな

いと考えられる骨材についても選定した。

選定した骨材の概略を表－3.1 に示す。ここでは，

骨材を次の 3 種類に分類して考察する。

・あらゆる試験結果が反応性の高さを示しており，

明らかに高反応性の骨材：i- 1，i-2

・ペシマムの影響によって反応性試験の結果が影

響を受けうる骨材：ii-1，ii-2，ii-3，ii-4，ii-5，

ii-6

・ペシマムの影響が考えにくい骨材：iii-1，iii-2，

iii-3，iii-4

3．1．3 試験に用いる再生粗骨材の採取

1) 製造方法

試験に用いる再生粗骨材の採取方法は，既往の文

献 19)，20)

を参考にした上で，土木研究所が所有する装置等に

あわせて計画した。

再生粗骨材は，アルカリ量 5 kg/m3 の暴露供試体

から採取した。アルカリ量がセメント量の 1.4 ％に

相当し，この点ではモルタルバー法（セメント量の

1.2 ％）に近いため，再生粗骨材を採取する際に除

去できなかった硬化セメントペーストが多少あって

も，実験結果への影響が生じにくいと考えたためで

ある。

まず，暴露供試体（15×15×80 cm）のうち，天

端の部分（15×15×20 cm 程度，別の実験のために

保管）を除いて粗粉砕した。粉砕には，カッターや

ジョークラッシャーを用いた。次に，この粗粉砕し

た試料を 200 ℃の乾燥炉で約 1 日間加熱乾燥し，徐

冷した。その後，ロサンゼルス試験機に 5～10 kg の

試料と鉄球 12 個を投入して 1000 回転させ，すりも

みによりモルタル部分を除去した。最後に水洗して，

再生粗骨材を得た。



表－3.1 選定した骨材

記号 産地の

区分

岩種 骨材のアルカリシリカ反応性

（暴露前）

暴露供試体のひび割れ状況**

化学法* モルタルバー法 3A 3B 5A 5B

i-1 中国 安山岩 無害でない 無害でない c3 c3 c3 c3

i-2 九州 安山岩 無害でない

（P）

無害でない c3 c3 c3 c3

ii-1 東北 安山岩 無害でない

（P）

無害 無し 無し c3 c3

ii-2 東北 安山岩 無害でない

（P）

無害 c2 c1 c1 c2

ii-3 東北 安山岩 無害でない

（P）

無害 無し 無し 無し 無し

ii-4 東北 デイサイト 無害でない

（P）

無害 無し 無し 無し 無し

ii-5 近畿 安山岩 無害でない

（P）

無害 無し 無し 無し 無し

ii-6 中国 安山岩 無害でない

（P）

無害 無し 無し 無し 無し

iii-1 東北 砂岩 無害でない 無害でない c1 c2 c3 c3

iii-2 中部 砂岩 無害でない 無害 無し 無し c2 c2

iii-3 中国 デイサイト 無害 無害 無し 無し 無し 無し

iii-4 中国 デイサイト 無害 無害 無し 無し c2 c3

* 化学法の試験結果はJISに準じて判定したが，ASTMの判定図にあてはめた場合，潜在的有害に分類されるような骨材では，

（P）を付した。

** 暴露供試体は，アルカリ量3 kg/m3，5 kg/m3のものが2体ずつあったので，便宜的に，3A，3B，5A，5Bと記号を付けて整理

した。着色したセルの供試体を解体し，再生粗骨材を製造した。

左：i-1 右：i-2

図－3.1 再生粗骨材の外観の例



表－3.2 骨材の密度吸水率試験結果

記号 暴露前 暴露後

（再生粗骨材）

表乾密度

（g/cm3）

吸水率

（％）

表乾密度

（g/cm3）

吸水率

（％）

i-1 2.68 1.30 2.56 2.97
i-2 2.62 1.72 2.48 4.31
ii-1 2.67 1.86 2.52 3.61
ii-2 2.60 3.16 2.53 3.60
ii-3 2.17 10.00 2.19 8.11
ii-4 2.69 0.47 2.35 5.32
ii-5 2.45 3.60 2.43 2.95
ii-6 2.70 1.42 2.61 2.99
iii-1 2.66 0.84 2.57 2.26
iii-2 2.61 0.95 2.55 2.27
iii-3 2.65 1.08 2.53 2.98
iii-4 2.62 0.54 2.59 1.46

表－3.3 骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法）結果

記号 暴露前 暴露後

（再生粗骨材）

Sc（mmol/l） Rc（mmol/l） Sc（mmol/l） Rc（mmol/l）

i-1 366 68.4 594 128

i-2 549 176 305 187

ii-1 518 158 168 198

ii-2 356 168 355 282

ii-3 958 160 578 320

ii-4 772 186 741 286

ii-5 626 242 418 302

ii-6 304 133 141 244

iii-1 63 20 21 90

iii-2 64 52 33 115

iii-3 62 76 26 116

iii-4 25 59 64 46

2) 採取した再生粗骨材の性状

図－3.1 に製造した再生粗骨材の例を示す。また，

採取した再生粗骨材の密度吸水率を，暴露前に行わ

れていた試験結果と比較して表－3.2 に示す。再生粗

骨材は，暴露前の試験結果と比較すると，吸水率が

やや大きくなっているものが多いが，これは，骨材

表面に付着しているセメントペーストが完全には除

去できないためと考えられる。

さらに，骨材の同一性を確認するため，化学法に

よるアルカリシリカ反応性の試験を行った。その際

は，製造した再生粗骨材に付着したペースト部分を

塩酸で溶解させて除去した上で試験に用いた。試験

結果を，表－2.10 に示した。再生粗骨材の Sc の試験

結果は，暴露前に行われた試験の結果と，おおよそ

合致していた。なお，表－3.3 を見ると，再生粗骨材

はRcがやや大きくなった。この原因の一つとして，

酸を用いても再生粗骨材に付着したペーストを完全

には除去できていなかったことが考えられる。

3．1．4 モルタルバー法

前節のように採取した再生粗骨材を粉砕して，モ

ルタルバー法（JIS A 1146）に準じた試験を行った。

ただし，ペシマムの影響を考慮するため，再生粗骨

材を粉砕した試料を 100％，76％，50％，25％と使

用割合を変えて用いた。再生粗骨材試料と混合する

砂は，セメント強さ試験用標準砂（ケイ砂）を用い

た。ペシマム性が考えにくい 4 種類の骨材は，使用

割合 25％のケースを省略した。



図-3.2 モルタルバー法の試験結果（明らかに高反応性の骨材）

図－3.3 モルタルバー法の試験結果（ペシマムの影響が考えられる骨材）
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図－3.4 モルタルバー法の試験結果（ペシマムの影響が考えにくい骨材）

3．2 実験結果

3．2．1 明らかに高反応性の骨材

材齢 13 週までの平均膨張率を，図－3.2 に示した。

これらの骨材では，すでに平均膨張率が 0.050％以上

なので，この時点で「無害でない」と判定できる。

また，平均膨張率が最大となったのは 2 試料とも，

再生粗骨材の使用率が 75％の場合であったが，

100％の使用でも，平均膨張率は 0.050％以上であっ

た。

3．2．2 ペシマムの影響が考えられる骨材

材齢 13 週までの平均膨張率を，図－3.3 に示した。

該当する 6 種類の骨材のうち，3 試料ではすでに平

均膨張率が 0.050％以上のケースが有り，この時点で

「無害でない」と判定できる。これら 3 種の骨材は，

再生粗骨材の使用率が 50％または 25％の場合に膨

張率が最大となっており，ペシマム条件の影響が顕

著だった。なお，平均膨張率が 0.050％以上のケース

がある 3 種の骨材は，いずれも長期暴露試験では，

ひび割れが認められなかったものであった。長期暴

露試験の供試体では，試験する骨材を 100％使用し

ていたために，ASR によるひび割れが生じなかった

ことが考えられる。

したがって，これらの骨材については，他の骨材

と混合使用した場合に，その組合せや混合率によっ

ては，ASR による顕著な膨張が生じるおそれがある

ことを否定できない。材齢 13 週の時点でも，すでに

6 試料中 3 試料で「無害でない」と判定できるので，

このような骨材は反応性が高い骨材として十分な注

意が必要と考えられる。

3．2．3 ペシマムの影響が考えにくい骨材

材齢 13 週までの平均膨張率を，図－3.4 に示した。

いずれの骨材でも，平均膨張率が 0.050％未満なので，

材齢 14 週の時点では反応性が明確ではなかった。全

体に膨張率が小さいこともあり，ペシマムの影響も

明確ではなかった。

3．3 ペシマム条件に関する補足実験の考察

化学法，モルタルバー法，長期暴露試験の結果が

一致して高い反応性を示しているような 2 種類の骨

材では，材齢 13 週の時点で，試験する骨材を単独で

用いたケースでも膨張量が 0.050％以上となってい

た。一方，ペシマムの影響が考えにくい 4 種類の骨

iii-1 iii-2

iii-3 iii-4



材では，いずれのケースでも膨張量が 0.050％未満で

あった。これらの試験結果から，今回行った補足実

験は再生粗骨材を用いたものであるが，反応性の有

無を概ね適切に評価できていると考えた。

今後，現時点で膨張率の小さい供試体が膨張する

ことも考えられるので，継続して試験を行っていく

予定である。

これらの結果から，ペシマムを有すると考えられ

る骨材（例えば，ASTM C 289 の判定図で潜在的有

害に該当するような骨材）の反応性を，モルタル等

の膨張量から評価するにあたっては，評価する骨材

の使用割合を 50％以下程度にした供試体も製作す

るなど，慎重な検討が必要と考えられる。

現状の JIS の規定では，化学法で「無害でない」

と判定された骨材でも，モルタルバー法で「無害」

と判定された場合，後者を優先してよいとの規定が

あるが，ペシマムについて十分な留意がないままこ

の規定を適用すると危険側の判断になるので，注意

が必要である。

4．まとめ

本研究では，骨材試験の妥当性とペシマムの影響

について長期暴露試験結果と促進試験結果を比較し

ながら検討を行った。その結果，以下のことがわか

った。

(1) ASRによる膨張が生じた骨材の割合は，漸新世よ

りも新しい火山岩で多く，ついで堆積岩で比較的

多いなど，化学法による試験結果などに基づく従

来の知見とおおむね合致していた。

(2) 一方で，従来ほとんど反応性を有しないと考え

られてきた中新世よりも古い火山岩や，深成岩・

半深成岩でも，暴露供試体ではASRによるひびわ

れが生じた骨材があり，遅延膨張性のASRが生じ

たものと考えられた。

(3) 化学法・モルタルバー法による骨材の反応性の

判定結果は，反応性の高い鉱物等を含む骨材，す

なわち化学法でScが100 mmol/l以上の火山岩・火

山砕屑岩を用いた暴露供試体のひび割れ状況と

関係が認められた。一方で，Scが100 mmol/l未満

の火山岩・火山砕屑岩や，深成岩・半深成岩など

を用いた暴露供試体の状況とは合致しなかった。

堆積岩を用いた暴露供試体の結果に関しては化

学法の判定結果が暴露供試体の結果と比較的よ

く合致していた。

(4) モルタルバー法の判定基準について，膨張の途

中経過を分析したり，促進養生期間を 1 年とした

りして検討したが，判定結果と暴露供試体のひび

割れ状況の関係を改善することはできなかった。

(5) Sc，Rc がともに比較的大きくペシマムの影響が

疑われる骨材で，暴露試験前の試験結果が化学法

で「無害でない」，モルタルバー法で「無害」と

一致しなかった骨材を取り出して再生骨材とし

てモルタルバー法に準じた試験を行った。

(6)ペシマムの影響が疑われる骨材は，これを 50％ま

たは 25％混合して用いたケースで，膨張率が最

大になっていた。暴露試験前に行われたモルタル

バー法の試験や，長期暴露試験の供試体では，試

験する骨材を単独で用いているので，骨材に反応

性があることを正しく評価できていなかったお

それがあることがわかった。
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Abstract:

Long term exposed concrete specimens aggregate collected from various area of Japan were conducted visual observation,

analyzed chemically, and accelerated curing test for improvement of reliability and efficiency of countermeasures against

alkali-silica reaction (ASR). Validation of chemical method (JIS A 1145) and pessimum conditions were investigated

comparing with the results of the exposed test. The classification of alkali-silica reactivity of aggregates was consistent with

the crack condition on the exposed concrete specimens consisted of volcanic rock with resolved silica over 100 mmol/l. On

the other hand, the crack condition on the exposed concrete specimens consisted of volcanic rock with resolved silica under

100 mmol/l, and plutonic rock were not agree with the classification of alkali-silica reaction. Delayed expansion of the

aggregate resulted from ASR was also recognized. The priority of the result of mortar bar method and chemical method

depends on the variety of aggregate, however, chemical method also involved a risk not to detect aggregate reactivity.
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